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第３節 災害応急対策をとるべき期間等 
 

 

 

 

市及び県は、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界におけるマグニチュード8.0以上

の地震の発生から１週間、後発地震（南海トラフの想定震源域及びその周辺で速報的に解析され

たマグニチュード6.8以上程度以上の地震が発生、又はプレート境界面で通常とは異なるゆっく

りすべり等を観測した後に発生する可能性が平常時に比べて相対的に高まったと評価された南海

トラフ地震）に対して警戒する措置をとるものとする。また、当該期間経過後１週間、後発地震

に対して注意する措置をとるものとする。 

 

 

第４節 避難対策等 
 

 

 

 

市は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表され、国から指示が発せられた場合に、

直ちに避難対策等を実施するため、住民等が後発地震が発生してからの避難では、津波からの緊

急避難が間に合わない地域（以下「事前避難対象地域」という。）の設定や、事前避難対象地域

内の住民等への避難の呼びかけ及び事前避難先等についてあらかじめ定める。なお、当該計画は

津波避難施設の整備状況、避難訓練の実施状況等を踏まえ、見直していくものとする。 

 

事前避難対象地域については、地域の実状等を踏まえ、以下の２種類に区分する。 

 （１）住民事前避難対象地域 

事前避難対象地域のうち、全ての住民等が後発地震の発生に備え１週間避難を継続すべき

地域 

 （２）高齢者等事前避難対象地域 

事前避難対象地域のうち、要配慮者に限り後発地震に備え１週間避難を継続すべき地域 

 

市及び県は、高齢者等事前避難対象地域内の要配慮者等及び住民事前避難対象地域内の地域住

民等に対し、避難場所、避難路、避難方法及び家族との連絡方法等を平常時から確認しておき、

国からの指示が発せられた場合の備えに万全を期するよう努める旨を周知する。 

市及び県は、高齢者等事前避難対象地域内の要配慮者等以外の地域住民等及び事前避難対象地

域外の地域住民等に対し、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された際に、日頃か

らの地震への備えを再確認する等防災対応をとる旨を呼びかける。 

  



御前崎市地域防災計画 地震対策編〈4.南海トラフ地震臨時情報への対応〉 

 地震-4-7

１ 地域住民等の事前避難行動等 

 （１）基本方針 

市長は、津波避難施設等の整備状況や避難訓練の実施状況等の地域の特性を踏まえて定め

た事前避難対象地域内の住民等に対して、後発地震に備え１週間、事前避難を継続するよう

呼びかけるものとする。 

 （２）事前避難対象地域の設定 

市は、津波による被害の発生が予想される地区等において、地域の特性を考慮のうえ、高

齢者等事前避難対象地域を以下のとおり設定する。 

（ア）対象地域：御前崎地区、白羽地区、佐倉地区、池新田地区、高松地区 

（イ）対象者：対象地域内に居住する要配慮者 

上記の対象地域及び対象者は、住民ワークショップやアンケートを踏まえて決定したもの

であるが、実施していない地域もあることから、検討の結果を受けて、必要に応じて見直す。 

 （３）避難指示等の基準 

市長は、国から指示が発せられた後、事前避難対象地域内の住民等に対して、以下のとお

り避難指示等を行うものとし、対象地区等についてあらかじめ定めるものとする。 

・高齢者等事前避難対象地域：避難準備・高齢者等避難開始 

 （４）避難指示等の伝達方法 

市長は、避難指示等を発表したときは、直ちに事前避難対象地域内の住民等に対して、同

時通報用無線等により広報し、その旨の周知徹底を図る。 

 （５）避難に関する情報の平常時からの周知 

南海トラフ地震臨時情報が発表された際に、社会が混乱することなく防災対応を行うため

には、住民等が、事前に南海トラフ地震臨時情報そのものを理解している必要がある。 

このため、市及び県は、あらゆる機会を捉え、南海トラフ地震臨時情報の内容や情報が発

表された場合にとるべき以下の事項等について広報に努め、住民等が正しく理解し、あらか

じめ検討した対応を確実に実施できるよう努める。 

ア 事前避難対象地域の地区名等 

イ 家具の固定、備蓄物資の確認、非常持出品の確認等の日頃からの備えの再確認 

ウ 安全な避難場所・避難経路等の確認 

エ 避難行動における注意事項 

 （６）避難計画の作成 

市は、事前避難対象地域の住民等が一定期間避難生活するための避難所の選定、避難経路

の指定等の避難実施に係る計画をあらかじめ定めるものとする。 

２ 避難所の運営 

 （１）基本方針 

事前避難先は、避難を必要とする住民の親類・知人宅等を基本とするが、市は、親類・知

人宅等への避難が困難な住民等のために、あらかじめ定めた施設に避難所を設置するものと

する。 


